
規 則 番 号 規     則     名 

規則第６７号 さいたま市市税条例施行規則の一部を改正する規則 

【平成３０年７月５日公布 所管課：税制課】

規則第６８号 さいたま市ひとり親家庭等医療費施行規則の一部を改正する規則 

【平成３０年７月５日公布 所管課：年金医療課】

規則第６９号 さいたま市国民健康保険条例施行規則の一部を改正する規則 

【平成３０年７月５日公布 所管課：国民健康保険課】



さいたま市規則第６７号 

   さいたま市市税条例施行規則の一部を改正する規則

 さいたま市市税条例施行規則（平成１３年さいたま市規則第６４号）の一部を次の

ように改正する。

次の表中下線又は太線の表示部分（以下、改正前の欄にあっては「改正部分」と、

改正後の欄にあっては「改正後部分」という。）については、次のとおりとする。

 改正部分及びそれに対応する改正後部分が存在するときは、当該改正部分を当

該改正後部分に改める。

 改正部分のみ存在するときは、当該改正部分を削る。

 改正後部分のみ存在するときは、当該改正後部分を加える。

改正後 改正前

別表第１（第４条関係） 別表第１（第４条関係） 

 １・２ ［略］  １・２ ［略］ 

 ３ 固定資産税及び都市計画税  ３ 固定資産税及び都市計画税 

様式番号 名称 

 ［略］ 

７２ 削除 

 ［略］ 

７５の４  ［略］ 

７５の５ 固定資産税改修実演芸術公演施

設に係る減額申告書 

 ［略］ 

様式番号 名称 

 ［略］ 

７２ 固定資産税公共施設整備認定申

告書 

 ［略］ 

７５の４  ［略］ 

 ［略］ 

 ４～８ ［略］  ４～８ ［略］ 

様式第７号（別表第１関係） 様式第７号（別表第１関係） 

延滞金減免申請書 延滞金減免申請書 

 ［略］  ［略］ 

法人番号 個人番号又は 

法人番号 

 ［略］  ［略］ 

 ［略］  ［略］ 

［略］ ［略］ 

様式第７２号 削除 様式第７２号（別表第１関係） 

  ［略］ 

様式第７３号（別表第１関係） 様式第７３号（別表第１関係） 

 ［略］  ［略］ 

固定資産税新築施設建築物（市街地再開発事業）に 固定資産税新築施設建築物（市街地再開発事業）に



係る減額申告書 係る減額申告書 

 ［略］  ［略］ 

さいたま市市税条例附則第１９条第３項の規定に

より、次のとおり申告します。 

さいたま市市税条例附則第１９条第４項の規定に

より、次のとおり申告します。 

 ［略］  ［略］ 

 ［略］  ［略］ 

 ［略］  ［略］ 

 ［略］  ［略］ 

様式第７４号（別表第１関係） 様式第７４号（別表第１関係） 

固定資産税新築住宅（サービス付き高齢者向け住宅

）に係る減額申告書 

固定資産税新築住宅（サービス付き高齢者向け住宅

）に係る減額申告書 

 ［略］  ［略］ 

さいたま市市税条例附則第１９条第４項の規定に

より、次のとおり申告します。 

さいたま市市税条例附則第１９条第５項の規定に

より、次のとおり申告します。 

 ［略］  ［略］ 

 ［略］  ［略］ 

 ［略］  ［略］ 

 ［略］  ［略］ 

様式第７４号の２（別表第１関係） 様式第７４号の２（別表第１関係） 

 ［略］  ［略］ 

固定資産税新築防災施設建築物（防災街区整備事業）

に係る減額申告書 

固定資産税新築防災施設建築物（防災街区整備事業）

に係る減額申告書 

 ［略］  ［略］ 

さいたま市市税条例附則第１９条第５項の規定に

より、次のとおり申告します。 

さいたま市市税条例附則第１９条第６項の規定に

より、次のとおり申告します。 

 ［略］  ［略］ 

 ［略］  ［略］ 

 ［略］  ［略］ 

 ［略］  ［略］ 

様式第７４号の３（別表第１関係） 様式第７４号の３（別表第１関係） 

 ［略］  ［略］ 

固定資産税耐震基準適合住宅に係る減額申告書 固定資産税耐震基準適合住宅に係る減額申告書 

 ［略］  ［略］ 

さいたま市市税条例附則第１９条第６項の規定に

より、次のとおり申告します。 

さいたま市市税条例附則第１９条第７項の規定に

より、次のとおり申告します。 

 ［略］  ［略］ 

 ［略］  ［略］ 

 ［略］  ［略］ 

 ［略］  ［略］ 

 ［略］  ［略］ 

 ［略］  ［略］ 

様式第７４号の４（別表第１関係） 様式第７４号の４（別表第１関係） 



 ［略］ ［略］ 

固定資産税高齢者等居住改修住宅に係る減額申告書 固定資産税高齢者等居住改修住宅に係る減額申告書

 ［略］ ［略］ 

さいたま市市税条例附則第１９条第７項の規定に

より、次のとおり申告します。 

さいたま市市税条例附則第１９条第８項の規定に

より、次のとおり申告します。 

 ［略］  ［略］ 

 ［略］ ［略］ 

 ［略］ ［略］ 

 ［略］ ［略］ 

 ［略］ ［略］ 

 ［略］ ［略］ 

 ［略］ ［略］ 

 ［略］  ［略］ 

様式第７５号（別表第１関係） 様式第７５号（別表第１関係） 

 ［略］ ［略］ 

固定資産税熱損失防止改修住宅に係る減額申告書 固定資産税熱損失防止改修住宅に係る減額申告書 

 ［略］ ［略］ 

さいたま市市税条例附則第１９条第８項の規定に

より、次のとおり申告します。 

さいたま市市税条例附則第１９条第９項の規定に

より、次のとおり申告します。 

 ［略］  ［略］ 

 ［略］ ［略］ 

 ［略］ ［略］ 

 ［略］ ［略］ 

 ［略］ ［略］ 

 ［略］  ［略］ 

様式第７５号の２（別表第１関係） 様式第７５号の２（別表第１関係） 

 ［略］ ［略］ 

固定資産税特定耐震基準適合住宅に係る減額申告書 固定資産税特定耐震基準適合住宅に係る減額申告書

 ［略］ ［略］ 

さいたま市市税条例附則第１９条第９項の規定に

より、次のとおり申告します。 

さいたま市市税条例附則第１９条第１０項の規定

により、次のとおり申告します。 

 ［略］  ［略］ 

 ［略］ ［略］ 

 ［略］ ［略］ 

 ［略］ ［略］ 

 ［略］ ［略］ 

 ［略］  ［略］ 

様式第７５号の３（別表第１関係） 様式第７５号の３（別表第１関係） 

 ［略］ ［略］ 

固定資産税特定熱損失防止改修住宅に係る減額申告

書 

固定資産税特定熱損失防止改修住宅に係る減額申告

書 

 ［略］ ［略］ 

さいたま市市税条例附則第１９条第１０項の規定 さいたま市市税条例附則第１９条第１１項の規定



により、次のとおり申告します。 により、次のとおり申告します。 

 ［略］  ［略］ 

 ［略］ ［略］ 

 ［略］ ［略］ 

 ［略］ ［略］ 

 ［略］ ［略］ 

 ［略］  ［略］ 

様式第７５号の４（別表第１関係） 様式第７５号の４（別表第１関係） 

 ［略］ ［略］ 

固定資産税耐震基準適合家屋に係る減額申告書 固定資産税耐震基準適合家屋に係る減額申告書 

 ［略］ ［略］ 

さいたま市市税条例附則第１９条第１１項の規定

により、次のとおり申告します。 

さいたま市市税条例附則第１９条第１２項の規定

により、次のとおり申告します。 

 ［略］  ［略］ 

 ［略］ ［略］ 

 ［略］ ［略］ 

 ［略］ ［略］ 

 ［略］ ［略］ 

 ［略］  ［略］ 

様式第７５号の４の次に次の１様式を加える。



様式第７５号の５（別表第１関係） 

 受付印 

固定資産税改修実演芸術公演施設に係る減額申告書 

年  月  日  

（宛先）さいたま市     区長 

申告者                  

住 所                

（所在地）               

氏 名            印   

（名称及び代表者氏名）         

個人番号又は              

法人番号                

電話番号                

 さいたま市市税条例附則第１９条第１２項の規定により、次のとおり申告します。 

納税義務者 
住所（所在地）

氏名（名 称）

減額を受けようとする家屋の内容 

所  在  地 さいたま市 

家 屋 番 号  

種  類  

構  造  

床  面  積 ｍ２

特別特定建築物の種類  劇場 ・ 演芸場 ・ 集会場 ・ 公会堂 

建 築 年 月 日 年   月   日 

登 記 年 月 日 年   月   日 

改修工事が完了した年月日 年   月   日 

利便性等向上改修工事が完了した日から３月以内に申告書を提出できなかった理由 

 (注)



附 則

 この規則は、公布の日から施行する。 



さいたま市規則第６８号 

   さいたま市ひとり親家庭等医療費支給条例施行規則の一部を改正する規則 

 さいたま市ひとり親家庭等医療費支給条例施行規則（平成１３年さいたま市規則第

１２３号）の一部を次のように改正する。 

 次の表中下線又は太線の表示部分（以下、改正前の欄にあっては「改正部分」と、

改正後の欄にあっては「改正後部分」という。）については、次のとおりとする。 

 改正部分及びそれに対応する改正後部分が存在するときは、当該改正部分を当

該改正後部分に改める。 

 改正部分のみ存在するときは、当該改正部分を削る。 

 改正後部分のみ存在するときは、当該改正後部分を加える。 

改正後 改正前 

 （条例第４条第２項の規則で定める特例）  （条例第４条第２項の規則で定める特例） 

第１３条 条例第４条第２項に規定する規則で定め

る特例は、震災、風水害、火災その他これらに類

する災害により、自己又は所得税法（昭和４０年

法律第３３号）に規定する同一生計配偶者若しく

は扶養親族（以下「扶養親族等」という。）の所

有に係る住宅、家財又は主たる生業の維持に供す

る田畑、宅地、家屋、機械、器具その他事業の用

に供する固定資産（鉱業権、漁業権その他無形減

価償却資産を除く。）につき被害金額（保険金、

損害賠償金等により補充された金額を除く。）が

その価格のおおむね２分の１以上である損害を受

けた者がある場合、その損害を受けた日から翌年

の１２月３１日までの条例第７条の規定によるひ

とり親家庭等医療費の支給については、その損害

を受けた年の前年又は前々年における当該被災者

の所得に関しては、条例第４条第１項の規定を適

用しないものとする。 

２ ［略］ 

第１３条 条例第４条第２項に規定する規則で定め

る特例は、震災、風水害、火災その他これらに類

する災害により、自己又は所得税法（昭和４０年

法律第３３号）に規定する控除対象配偶者若しく

は扶養親族（以下「扶養親族等」という。）の所

有に係る住宅、家財又は主たる生業の維持に供す

る田畑、宅地、家屋、機械、器具その他事業の用

に供する固定資産（鉱業権、漁業権その他無形減

価償却資産を除く。）につき被害金額（保険金、

損害賠償金等により補充された金額を除く。）が

その価格のおおむね２分の１以上である損害を受

けた者がある場合、その損害を受けた日から翌年

の１２月３１日までの条例第７条に規定するひと

り親家庭等医療費（以下この条において「ひとり

親家庭等医療費」という。）の支給については、

その損害を受けた年の前年又は前々年における当

該被災者の所得に関しては、条例第４条第１項の

規定を適用しないものとする。 

２ ［略］ 

別表第１（第１０条、第１３条関係） 別表第１（第１０条、第１３条関係） 

扶養親族

等又は児

童の数 

金額 

 ［略］ 

１人以上  １，９２０，０００円に当該扶養

親族等又は児童１人につき３８０，

０００円を加算した額（所得税法に

規定する同一生計配偶者（７０歳以

上の者に限る。）又は老人扶養親族

があるときは、当該同一生計配偶者

扶養親族

等又は児

童の数 

金額 

 ［略］ 

１人以上  １，９２０，０００円に当該扶養

親族等又は児童１人につき３８０，

０００円を加算した額（所得税法に

規定する老人控除対象配偶者又は老

人扶養親族があるときは、当該老人

控除対象配偶者又は老人扶養親族１ 



 又は老人扶養親族１人につき１００

，０００円を、特定扶養親族等（同

法に規定する特定扶養親族又は控除

対象扶養親族（１９歳未満の者に限

る。）をいう。）があるときは、当

該特定扶養親族等１人につき１５０

，０００円をその額に加算した額）

 人につき１００，０００円を、特定

扶養親族等（同法に規定する特定扶

養親族又は控除対象扶養親族（１９

歳未満の者に限る。）をいう。以下

この項において同じ。）があるとき

は、当該特定扶養親族等１人につき

１５０，０００円をその額に加算し

た額） 

様式第１号（第１４条、第２０条関係） 様式第１号（第１４条、第２０条関係） 

○親ひとり親家庭等医療費受給資格証交付申請書（

現況届）兼受給資格者台帳 

○親ひとり親家庭等医療費受給資格証交付申請書（

現況届）兼受給資格者台帳 

［

略

］ 

 ［略］ 

所
得
者
等

 ［略］ 

⑩ 同一生計配偶者及び扶養親

族の合計数（内老人扶養親族

の数及び特定扶養親族等の数

） 

［

略

］ 

 ［略］ 

 ［略］ 

［

略

］ 

 ［略］ 

所
得
者
等

 ［略］ 

⑩ 控除対象配偶者及び扶養親

族の合計数（内老人扶養親族

の数及び特定扶養親族等の数

） 

［

略

］ 

 ［略］ 

 ［略］ 

附 則 

 （施行期日） 

１ この規則は、公布の日から施行する。 

 （経過措置）  

２ この規則による改正後のさいたま市ひとり親家庭等医療費支給条例施行規則の規

定は、平成３０年以後の年分の所得について適用し、平成２９年以前の年分の所得

については、なお従前の例による。 



さいたま市規則第６９号 

   さいたま市国民健康保険条例施行規則の一部を改正する規則

 さいたま市国民健康保険条例施行規則（平成１３年さいたま市規則第１２９号）の

一部を次のように改正する。

 次の表中下線又は太線の表示部分（以下、改正前の欄にあっては「改正部分」と、

改正後の欄にあっては「改正後部分」という。）については、次のとおりとする。

 改正部分及びそれに対応する改正後部分が存在するときは、当該改正部分を当

該改正後部分に改める。

 改正部分のみ存在するときは、当該改正部分を削る。

 改正後部分のみ存在するときは、当該改正後部分を加える。

改正後 改正前

目次 目次 

 第１章 ［略］  第１章 ［略］ 

 第２章 さいたま市国民健康保険運営協議会（第

２条―第８条） 

 第２章 国民健康保険運営協議会（第２条―第８

条） 

 第３章～第５章 ［略］  第３章～第５章 ［略］ 

 附則  附則 

   第２章 さいたま市国民健康保険運営協議会    第２章 国民健康保険運営協議会 

 （所掌事項）  （所掌事項） 

第２条 条例第２条第１項に規定するさいたま市国

民健康保険運営協議会（以下「協議会」という。

）は、次に掲げる事項について審議するものとす

る。 

第２条 条例第２条に規定する国民健康保険運営協

議会（以下「協議会」という。）は、次に掲げる

事項について審議するものとする。 

 ～  ［略］   ～  ［略］ 

附 則

この規則は、公布の日から施行する。


